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〈研 究要旨〉

　本研 究 は
，
S 化学 工 業株式会社 の フ ィ

ール ド
・ス タ デ ィ をベ ー

ス に して
， 同社 の 事

業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と，こ れ を支え る管理会計 シ ス テ ム の 変遷 を描 く

こ とを
一

つ の ね ら い と して い る．S 化学 で は，1958 年に事業部制 を導入 して 以来，こ

の 方式 を同社 の 基本的な マ ネジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル
・シ ス テ ム （MCS ）と して定着

させ
，

ま た こ れ を絶 えず改 善す る努力を 続け て きた ．そ の 変遷 を振 り返 る こ と は
， 日

本企業の 事業部制マ ネジ メ ン トの
一

つ の 縮図を見 る こ とに なる と考える．

　 こ の研究の も う
一

つ の ね らい は，S 化学の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル の

特徴 を整理 する こ と を通 じて ，い わ ゆる米国型 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル と は 異な

る 「日本的」 な特 質を明 らか に し， 本誌 に投稿 ・受理 され た論文 （伏見，横 出［1 ］）

の ベ ース に なる 情報 を提供する こ と にある ．

　 こ うし た ね らい の もと に
，

まず第 1 節で 問題意識 を述べ た 後 ， 第 2 節で は
， 同社の

1960 　一　70 年代 の 事業部制 マ ネジ メ ン トの 推移 と，その 特徴 に つ い て 考察する ．第 3

節で は，1980 年頃に 行 われ た組織構造 と管理会計 シ ス テ ム と の 同時的な改革 （以下

80 年改革 と呼ぶ ） の 大要 を明確に し，つ づ く第 4 節で は 80 年改 革以 後に生 じた事業

部制 マ ネジ メ ン トの 変化 を考察する ．そ し て 第 5 節 で は ，まと め を兼ね て ，こ うした

事業部制 マ ネジ メ ン トと管理会計の 変遷 に見 ら れ る 主要 な特徴 を再 整理 する．
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1． は じめ に

　S 化学工 業株式会社 （以下 ， 「S 化学」 と略す） は
，

1947 年創業 の 比較的若 い 会社で あ

るが ，1990 年度 の 売上 高は 6171 億 円 ， 経常利益が 400 億 円 台に 乗 り ， 日本 経済 新聞恒例

の 優 良企 業 ラ ン キ ン グ で も 81 位 に 浮上 した． 10 年前の 1980 年頃 に は， 「経常利益 100 億

円の 大 台へ 」 を悲願 と し
，
20 年前の 1970 年度の 経常利益 は 27 億 円 ， 売上 規模 は 774 億

円 で あ っ た こ とを思 うと，同杜 の 利益 成 長力 はす ば ら しい もの だ とい っ て よい で あ ろ う，

　 こ う した利益 と成 長 を支 えて きた要 因は ， もち ろ ん 多様 で あろ うが ，同社が 1958 年以

来ほ ぼ
一

貫 して 採用 し て きた 事業 部制 マ ネジ メ ン ト も重要 な 要 因の
一

つ だ と言 わ れ て い

る ． 1950 〜 60 年代 に プ ラ ス チ ッ ク工 業の パ イ オ ニ ア と して 成 長 発 展 を目指 した頃 も， ま

た ，
’
1970 年代 か らの 厳 しい 企 業環境 の 中 で ，業績 改 善 を 目指 して 試み た数 々 の 経営施 策

も
， さ ら に利益 と成長 との バ ラ ン ス に 気配 りし た 1980 年代 以 降の 各種 の 改革 や運動 も，

何 らかの 形 で 厂当社の 事業部 制 を ど うする か ？」 と い う問 題 と関係 づ け なが ら展 開 され て

きた．

　 こ の 事例研究 の
一

つ の ね らい は ，S 化学の フ ィ
ー

ル ド ・ス タ デ ィ を基礎 に して ， 日本 企

業 の 事業部 制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール
， お よ び そ れ を支 える管理 会計 シ ス テ ム の 変遷

を客 観 的 に描 き出 す こ と で あ る． も う
一

つ の ね らい は ，欧 米特 に ア メ リカか ら 「輸入」 し

た マ ネ ジ メ ン ト方式 と い われ て い る 事業部制が ，IS 化学工 業会社 とい う日本企 業 に 導入 さ

れ 定着 して い く過程で ，次 第に
“

米国型
”

の マ ネジ メ ン ト ・ス タ イル と は 異 な っ た 特性 を

付加 して きた こ と に注 目 し ， 本誌 に掲 載 され る論文 （伏見，横 田［1 ］）の 基礎情報 を整理

す る こ とで あ る ，

　さ て
， 同社 の 35 年 に及 ぶ 事業部 制 の 歴 史の 中で ， 1980 年 に行 われ た改革はか な り大が

か りで 体系立 っ た もの の 一
つ で あ っ た ．同社 は こ の 時期 に

， 事 業部制 マ ネ ジ メ ン トの あ り

方 に つ い て 根本的 な見直 しを行 い
， 組織構造 と 管理 会計 シ ス テ ム と の 同時的 な改革 を行 っ

た （以 下 便宜 上 「80 年改革」 と呼ぶ ）．そ こ で
， 本稿 は

，
こ の 80 年改革 を歴 史的 な節 目

と見立て て
， 以下 の 諸節を次の よ うに 構成 して い る ．

　第 2 節 は，事業部制 の 導 入 か ら 70 年代末 頃まで
，

つ ま り80 年改 革以 前 の S 化 学の 事業

部制 マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル の 大要 と
，

こ の 時代の 事業部管理 会計の 特質を浮 き彫 り

にす る．

　第 3 節 で は ，80 年改革 で行 わ れ た組織構造及 び管理 会計 の 改編の 大要 を整理 し， そ の ね

らい と，そ こ に 内在 して い た 問題 点 を明 らか にす る ．

　第 4 節 で は
，

80 年改革以後 に行 われ た制 度 変更お よ び運用上 の 手直 しに 注意 を向け ， そ
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の 背 景 に あ る 同社 の マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール の 特徴 を示唆す る ．

　そ して ， 第 5 節で は ，
こ れ らの 考察 を総括 しなが ら ， 同社 の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト　 コ

ン ト ロ ール お よ び管理 会計 シ ス テ ム の 特質を指摘す る ．

2． 70 年代 まで の マ ネジメ ン ト ・コ ン トロ ール

　 1947 年の 創業 か ら 70 年代 まで の 主 要 な経営指 標 は （横 田［4 】）の 付属資料 1 お よび 2

に示 す とお りで あ る ．創業 当時 は
，

プ ラ ス チ ッ ク成 型 品 の 製造 ・販 売 か ら始 め た が ， そ の

後 こ れ をベ ー
ス に して 隣接領域 に多角化 し

， 事業部の 数 を増や して い っ た．

2 ．1　70 年代 までの 組織態様 と事業部制会計

　事業部制 の 導入 か ら 1970 年代末 まで の 同社 の マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール の 変 遷 は

慶大 ビ ジ ネ ス ・ス ク
ー

ル の ケ
ー

ス 横 田［41 の ケ
ー

ス に ま とめ られ て い るが ， こ の 時代 の マ

ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ー

ル ・シ ス テ ム （以 下 ，MCS とい う略称 も使 う）の 特徴 を組 織 態

様 と管理 会計 に注意 を向け なが ら整理 する と大略次の よ うで ある ．

　 ［1 ］　 プラス チ ッ ク成型品専業企業か ら隣接 ・周辺分 野 へ と製品分野 の 多角化 を進め ，

　　　　それ に 合 わせ て
， 小規模 な製品別 事業部 を増 や して い っ た ．

　 1958 年 に は
， 成形品 ， 化成 品 ，

パ イ プ とい う 3 つ の 製品別事業部で 出発 したが
，

10 年

後 に は化成 品事業か ら派生 し た フ ィ ル ム ，テ
ープ，樹脂 ，床材 の 4 事業部 と，建材事業部

を加 えて 8 つ の 製 品別 事業 部 を持 つ に 至 っ た ． 1979 年 に は ， 3 つ の 事業本 部 の 下 に 10 の

事業部 を持 ち， こ れ に住 宅本 部 ，国際事業 本 部 を加 えた体 制 に な っ た．

　住宅事業 を除 く各事業部 は ，
い ずれ も中小 企 業 的 な経 営が 適 して い る よ うな性格 の もの

で あ っ た ．こ れ らの 事業で 成功 する ため の 主 な要 因は ， 顧客の 要求に 合 わせ られ る 小回 り

の き く営業 と
，

こ れ に マ ッ チ した 効率的 で 低 コ ス トの 生 産 活動で あ っ た ．公 共事業及 び住

宅関連の プラ ス チ ッ ク機器 を中心 と す る事業特性の た め に ， 「まず受注量の 確保」 とい う

営 業力 重視 の 経 営姿勢 が 培 わ れ て い っ た ．

　 ［2 ］　 組織 変更 が頻繁 に行 わ れ ， 事業 部制 か ら職 能別 組 織 へ
，

その また逆 へ とい う編

　　　　成替 え も繰 り返 され た ．

　50 年代 か ら 70 年代 まで に見 られ る特 徴 の
一

つ は
， 公 式 の 組織 をか な り頻 繁 に変更 し，

しか も ， 事業部制 か ら職 能別 組 織 へ
， そ して ま た職能 制 か ら事 業部 制 へ と い う よ うに ， 基

本的 な仕組 みが 異な る は ず の 組 織構 造 へ の 変更 も何 度 か行 わ れ た （図 1参照 〉．
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1947年

1958年

1965年

1966年

1975年

1977年

職能別組織

事業部制 導入 　（製造部門 と営業部門 を傘下 に持 つ ）

諸工 場お よ び営業諸部門 を独立 の プ ロ フ イ ッ ト ・セ ン タ
ー

に

事業部制に復帰

（諸工 場お よび営業諸部門は複数事業部の 製品を扱 う）

職能本部制 （生 産本部 ・営業本部）

事業部制 （ただ し営業本部は存続）

図 1　組織変遷の 概略 （1947 年〜 1979 年）

　 事業部制 の 導 入 か ら 64 年 頃 まで の 初期 の こ ろ に は ，パ イ プ，建材 ，成 型品，化成品 ，

樹脂 と い っ た各製品事業部 に は，そ の 傘 下 に 生 産 お よ び販売部門 を持 たせ ， い わ ゆ る 自己

完結型の 事業部制組織 を 目ざ して い た ．

　 と こ ろ が ， 1965 年 に ，企 業存続 を も危ぶ まれ る ほ どの 収益 力悪 化 に 見舞 わ れ た 同社 は ，

営 業部 門 と 製造部 門 と を そ れ ぞ れ 別 々 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー とす る 組織体制 に 改め

た 。翌 66 年中頃 に は
， 社長 も交替 して 危機 を脱す る と

， 再 び 事業部制組織 に 変わ っ た

（横 田 ［31 ， 図 1−6 参照 ）． しか し再導入 され た事業部制 は ，傘下 に生 産部 門 と営業部門 を

持 つ 組 織 で は な くな り，各工 場 が それ ぞ れ複 数の 事業部 の 製 品 を生 産 し，各地 域 の 営業部

門 も，さ ま ざ まな事業部 の 製 品 を扱 う とい う体制 に され たの で あ る．

　 そ の 後 ，事業部制 組 織の 形態 は，
一

時事業本部制 に な っ た り，営業本部 と事 業本部 を併

設 した り したが ，大 枠 で は，上 述 の 体 制 が 8 年 近 く続い た．

　 日本 経済 の 高 度 成 長 期 が オ イル シ ョ ッ ク と共 に終 わ り， 低成 長 期 に 入 っ た 1975 年 に ，

同社 は 生 産本 部 と営 業 本 部 か ら な る 職 能 本 部制 に改 編 した．8 年続 い た事業 部制 組織 の も

とで
，

人 の 移動が しに くくな り， 事業活動が 停滞 し て きた の で
，

こ れ を再構築す る た め の

組織変更だ っ た と い うこ とで あ る ．その 後 ， 危機 を脱 し た と判 断 さ れ た 1977 年 に
， 再 び

事業部制組織 に 戻 さ れ たが ， こ の 時 も，事業部 ・事業本部 とは 独立 に 営業本部が 存在 した

（横田 ［31 図 1−8 参照）， こ れ は 70 年代 に 入 っ て か ら頻繁 に採用 され た仕組 み で ある ．

　 こ の よ うに ，営業部 門や 生 産部 門を プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー

に した場 合 も
， 同社の 事業
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態様 の 下 で は
， 製品の 開発 ， 生産 ， 販 売 とい う活動 を製 品分野 別 に調 整 する 機能 は不 可 欠

で あ っ た ．そ の よ うな役 割 を果 た す の が 製 品別 事業部 長 （お よ び そ の
．
ドの 製 品企 画室 長 ）

で あ っ た。

　 ［3 ］　 経 営 トッ プ が営業 や工 場 な どの 職能 部門に ダ イ レ ク トに関与 した ．

　以 上 の よ うな変遷 を経 て
，

1970 年代 後半 に 定着 しつ つ あ っ た コ ン ト ロ
ー

ル 過程 を概念

図 に ま とめ て み る と 図 2 の よ うにな る ．

任

割

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 破線 は 間接的管埋 関 係

図 2　 70 年代頃 の 事業部制 MCS の 概 念 図

　前項 で 述 べ た組織変遷が 示唆す る よ うに
， S 化学の 経 営 トッ プは 製 品別事 業部 長 に 利 益

目標 ・利益 責任 を与 え る と 同時 に ，営 業部 門 に も利益 目標 ・利益責任 を
，

工 場長 には コ ス

ト目標 ・コ ス ト責任を与 えて い た．事業部長が ，そ の 責任 を果 た す た め に工 場 と営業 を コ

ン トロ
ール しよ う とす る の は 当然で あ るが

， 片 や 工 場側 は
， 他の 事業部 の 製品 も生 産 し

，

コ ス ト責任 を トッ プか ら課 され て い る か ら，ある事業部の 要望 ばか りを受 け入 れ る わ けに

は い か なか っ た ．一方 ，各地 域 の 営 業所長 も，全 て の 事 業部 の 製品 を担 当 し，社長 に 対 し

て 利益 責任 を負わ され る の で あ るか ら，で きる だ け 自部門の 業績 を高め や す い 製品群 を売

ろ う とす るの は 当然 で あ る． こ の よ うな マ ネ ジメ ン ト方 式が 格 別 の 違和 感無 しに機能 して

い たの は
， 事業部長 （お よ び そ の 下 の 企 画 室 長）が ， 製 品分 野 別 に 生産 部 門 と営業部 門と

の 調 整役 を果 たす と い う ，
ス タ ッ フ 的 な性 格 を持 っ て い た か らで あ る ．
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　 ［4 ］　 事業部 を独立 採算単位 と見 なす 資本計算制度 の 整備 をめ ざし
， 内部資本金 ，内

　　　　部 剰余金 の 制 度 と
，

後 に は 内部 借入 金制 度も 採用 し ， 事 業部 業 績は残余 利益 で 評

　　　　価 した ．

　同社 で は ，各事業部 を独 立 採算 的 な経 営 単位 とす る と い う考え方 の も とに ， 事業 部制 導

入 時 か ら本 社 経理 部が 主 体に な っ て 管理 会 計 制 度 を整備 し始め た． 1958 年の 事業部 制導

入 に と もな い
， 本 杜 の 経理 部が事 業部 別 の 業 績 をい くつ か の 項 目 に分 けて 「成 果 分 析」 を

行 う方式が 導入 さ れ た ．各事業部 の 「成果」は 売上 高 ， 売 ．E利益 ， 経常利益率 の 前年同期

比伸長率 ， 予 算達成度合 ， 経常利益 ， 専属資産利益率 に よ る 会社 に 対す る 貢献度 ， 値引 き

返品率 とい う諸項 目で 測定 され ，全 部で 100 点満点 で 評価 され た．

　 1965 年 に 営業部 門 と工 場 を それ ぞ れ プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー と した時期 に は，損益計

算書 を営業所別お よ び工 場別 に作 成す る方式が 採用 され た。 こ の 営業所別 ・工 場別損益 計

算書 の 作成 は ，66 年 に事 業部制組織 に 戻 っ た 後 も続 け られ て い た ． こ の よ うに ，当初 は

事 業部別の 損益 計算書 （P ／ L ）が 中心 で あ っ たが ， 1969 年に は事 業 部別 の 内部資本金

と本 社納金制度が 導入 され ， そ の 後貸借対照 表 （B ／S ） も導入 さ れ
， 社 内金 利を各事業

部 の 専 属資産 に 対 して 課 す こ とに した ．

　 1970 年代後半 に は 事業部別 の B ／S ，P ／L の 構造が 改定 され ，
一

層独 立採算型 に 近づ

け ら れ た ．70 年代 末 に は
， 新 し く導入 され た短期 ・長期借入 金 に対 して それ ぞれ 異 な っ

た率 で 社 内金利 が 課 され ，配 当金 は 内部資本金 に 対 して 課せ られ る こ と とな っ た ． 1960

〜 1970 年代 の 事業別 B ！ S お よび P ／ L に つ い て の 詳 しい 説 明 は ， 伏見 ，横 田 【1 ］の

12 ，5
， 横 田 ［5 ］ （ケ

ー
ス （B ））の pp ．4　

一
　6 お よ び関連す る付 属資料 を参照 され た い ．

　 ［・5 ］　 事業部別の 損益計算は 財務会計の ル ール （全部原価計算）で 行 い
， 事業部貸借

　　　　対照表 の資産
，

負債 ， 内部資本 金 は
，

主 と して本社の 経理 ス タ ッ フ に よる配賦計

　　　　算 で決 め られ た ．

　上 述 の よ うに ， 事業部 管理 会計 の 構造 を独 立採算単位 に ふ さわ しい もの に仕 上 げ て い っ

た もの の ，現 実 に は，本社 経理 部 に よ っ て 作成 され る 事業部別の 「成 績表」 と い う性格 の

強 い もの で あ っ た ．流動 負債 は 流動 資産 と 同額 と決 め られ ， また ，内部 資本 金 も固定資 産

の 比 率で 配賦 計算 され ， 固定資産額か ら内部資本金額 を差 し引 い た 分 が 長期借 入 金 と して

計上 さ れ た ．事業部 別 の 損 益計算 書 の 作成 ル
ー

ル も ， 財 務 会 計 と同 じ発 生 基準 で あ り ， 全

部原価計算 が適用 され た ．販売直接 費 ， 事業本部費 ， 本社費 ， 支払金 利 は本社経理部 に よ

り配賦計算 で 求め られ た ． こ の よ うなや り方 を して い たの は
， 「事 業部の 利益 合計 一全社

利益」 とな る こ と を，経営 トッ プ も本社ス タ ッ フ も望 ん で い た か らで ある ．
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2．2　70 年代の 事業部制 MCS の 実質的側面

　 以上 見 て きた よ うに ， S 化学 の 事業部制 は ，導入 当初か ら ，通 産省答 申 「事 業部制 に よ

る 利 益管理 や ， そ の 手本 と な っ た 米1玉1型 の 事業部 制 MCS の 理 論 をか な り忠 実 に 反 映 した

もの を目指 して い た．す な わ ち，組織構造的 に は，事業部長 の傘 下 に生 産 ・販 売 と い う職

能部 門 をお く自己 完結型 の 事業 部制 組 織 を作 ろ うと して い た し
， 管理 会計 シ ス テ ム も独 立

採算単位 にふ さわ しい 事業 部 別 の P ／L お よ び B ／S の 整備 を心掛 け て きた ．各事業部 は内

部資本 金 を持 ち ， それ に 対す る 配当を課 され
， 本社借 入金 に社 内金利 を課 され た ．そ して ，

本社 費，社内金利，税金 ，配当 を払 っ た後 の残余利益 は事業部 に 留保する こ とを許すな ど
，

計算 シ ス テ ム は
， 改訂を重 ね る た び に独 立採算型 の 事業部 に ふ さ わ し い 仕組 み を整 えて い

っ た の で あ る ，

　 しか し，実 際の 機能の 仕方 に 注意 を向 ける と，米国 型の MCS とは 異 な る 点 も少 な くな

か っ た ．

　 同社 が事業部制 を導入 した 当初 は
， 事業部長は製造部門 と営業部門 を傘下 に もち

， 製品

／事 業の 開発か ら生 産お よ び販売 まで を包括す る 総合管理 者 と して 位置づ けら れ ，管理 会

計 もまた
， そ の よ うな 自己完結 型 の 事業部 制 にふ さわ しい シ ス テ ム 作 りを 目指 して い た よ

うに 見え る ． しか し
， 実際の 権 限 と責任 とい う点か ら言 うと

， 事業部 長 は
， そ れぞ れ の 分

野の 実行戦略 を 自主 的に 策定 して ，所定 の 利益 目標 を 「請 け負 う」 とい うの で は な く， 経

営 ト ッ プか ら年度 ご との 目標 を 与え られ それ を果た す 責任 を持 た され た の で ある ． ま た，

経営 トッ プは
，

工 場 ・製 造部 門長 や 営業部 門長 に対 して ，直接 関与す る体制 を キー プ して

い た．

　 1965 年の 不況 時に は
， 工 場 お よび 営業部 門を プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ

ー
に す る組織が 導

入 され た． こ の 背 景 に は ， 経営 ト ッ プが ， 売 上 収益 を もた らす営業部 門 と，生 産 コ ス トを

発生 させ る 製造部 門の 長 に直接働 きか ける 体制の 方が
， 利益 改善 をや りやす い と い う考 え

方が あ っ たか らで あ る．

　 そ の 後 ， 66 年 に公 式 組 織 を事 業部制 に 戻 した と き も ，
こ の 体制 は そ の ま ま残 さ れ る こ

と に な っ た し，75 年の 不 況時 に 営業本部 ・生 産本部制 に した と きに もこ の 構 造 は 引 き継

が れ た ．77 年 に公 式組 織 を事業部制 に 戻 した と き も， こ の よ うな実 質的 な運 営体制 を追

認 して 各事業部の 製品別企 画室が ス タ ッ フ 的役割 を演 じる体制 に な っ たの で ある ．
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3．80 年改革の 大 要 とその 意味

　 S 化学 の 事業部制は ， 1970 年代 末頃 まで の 20 余 年 をか けて ，組織構造 も計算 シ ス テ ム

も，MCS の 理論 に忠 実な シ ス テ ム を一
通 り整備 しお え た ように 見 え た． しか し，前述 の

よ うに現 実の 運 用 面 で は
， そ れ と の 離 反 が大 きい こ と もあ っ て

， 組織運営の 活性化 に 十分

に は役 立 た ず ， 業績向上 に も貢献 して い な い の で は な い か と い う認識 を深め て い た経営 ト

ッ プ と上 層 ス タ ッ フ は
，

1980 年前 後 の 数年 間 をか け て い くつ か の 改革 を行 っ た ．

3 ．180 年改 革に み られ る主要 な特徴

　経営 トッ プが本社 ス タ ッ フ の 支援の もと に展 開 した
一

連 の 改革を ，
マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン

トロ ール の 視 点 で 整理 して み る と，次 の 諸 項 目 に ま とめ る こ とがで きる．

本 社

諸 部門

　　

，
一

　　　　　　　／
　　 　　 　　 ！　

　　　　　　1　　

　　

讐
　　　 く投資利益 責任単位 ＞

　　 t　　　　　　
　　 1　 営業政策

　 蘇 碾 開

饑 成努力

く 売上 利益責任単位〉　　　　　　　　　　 〈 コ ス ト責任単位 〉

　　　　　　　　　　　 図 3　管理 責任単位 の ネ ッ トワ ーク
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　 ［1 ］　 管理 責任単位 とい うコ ン セ プ トを導入 し
， 各組織単位 の 長の 権 限 と責任 を見 直

　 　 　 　 した ．

　 同社 で は ， 1958 年の 事業部制導 入以 来 「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー

」 と い う概 念 を定着

させ ， そ れ に マ ッ チ した管理 会計 シ ス テ ム を整備 す る努力 を続 け て きた， しか し ， 現実 に

は ， 利益 の 内訳 で あ る売上 収益 と費用 と の 発 生 を十 分 に コ ン トロ ール す る権 限 と引 き換 え

に利益責任 を 「請け負 う」 と い う仕組み 作 りに つ い て は 十分で は なか っ た ．同社の プ ロ フ

ィ ッ ト ・セ ン タ
ー とは，「利益 を稼 ぎ出 す 部門」 とか 「利益 に 責任 を負 う部門」 と い うか

な り瞹昧 な内容 の もの で あ っ た．

　そ こ で ， 80 年改 革 の 起 案 に あ た っ た綜合 企 画 ス タ ッ フ は ，事業部制 組織 を管理 責任 単

位 （responsibility 　centers ）の ネ ッ トワ
ーク とい う視 点か ら見直す とい う考 え方 を打 ち 出

し， 図 3 の よ うな概 念図 に ま とめ た．

　 こ の 概 念 図を図 2 と比 較 して み る と ， 従来 は ， 経営 ト ッ プが 営業お よび 工 場の 職能部 門

と直接 ラ イ ン と して つ なが っ て い た が ，
80 年改革で は

， 事業部長 が そ れ ぞ れ の 製 品 分 野

の 営業所 と製造部門 を傘下 に持 ち ，
こ れ らの 職能部 門の 長 を ラ イ ン 関係 で 統括す る とい う

考 え方が 明示 され たの で あ る。

　 ［2 ］　 事業 （本）部長 をラ イン の 最 高責任 者 と し ， 営業 部門 の 職 制 を再 構築 した ．

　 70 年代 ま で の 同社 の 各事業部 は
， 実質 的に は そ れ ぞれ の 製品／事業分 野 の 企 画 ・調 整

を行 うス タ ッ フ に 近 い 役割 を果 して い た． こ れ に対 して 80 年改革 で は
， 事業 （本）部の

傘下 に それ ぞ れ 関連 す る生 産 お よび販 売部 門をお くと い う， い わ ゆ る 「自己完結型」の 事

業 部制 を目指す こ と に した （同社 で は，規模 に よ っ て 事業部 と呼ぶ 組織 と事業本 部 と呼ぶ

組織単位 が あ っ た の で
，

こ れ らを ひ とま とめ に して 「事業 （本）部」 と呼んで い た）．

　 こ の よ うに 見直 して み る と ，そ れ まで 「利益 の 源泉 は営業に あ り」 と い っ て利益 責 任 を

持 た され て い た各地 域 の 支 店長 や 営業部長の 位置づ けを見直す 必 要が ある こ とが 明 らか に

な っ た ．そ の 結 果 ，
こ れ ら の 支店長 ・営業部 長 をス タ ッ フ と して 位 置づ け る こ と で

， 製 品

別 と地域別 と い う二 頭体制 に あ っ た コ ン フ リク トを解消 す る こ とが で きた．

　 また， こ の よ うに 責任体制 を一
元化 した こ と に合 わせ

， 従来 は商品別 ・地域 別 とい う二

重 責任の 構造 を持 っ て い た 営業諸部 門 を タテ 割の 製 品別責任 単位 に ま とめ なお し，商 品 別

営業所 （通 称 プ ロ ダ ク ト ・マ
ー

ケ ッ ト ・セ ン タ
ー

：PMC ）と名 付 け た ， こ の くく り直 し

の 結果 ， 事業 （本）部長の 傘下 に 製品別 の PMC 所 長お よ び製 品別の 製造 グ ル
ー プ長が ラ

イ ン の 形 で 連 な り， 各地 域の 支 店長 は ス タ ッ フ と して の 役 割 を果 た す と い うよ うに ， 権 限 ，

責任 の 関係 が 明確に され た の で あ る．
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　た だ し，PMC 所長 は，利益 責任 を事幕 二部長 に対 して 請 け負 うが ，そ の 人事考課は，支

店長／営 業部長が行 う とい う制度 は 引 き継 が れた ．

　 ［3 ］　 大 くくりの事業部制 を志向 した ．

　 70 年代 まで の
…

製品 を…
事 業 と見 なす小 規模事業部制 を改 め ，

一 つ の 事業 （本）部 に

製品ポ ー トフ 除 リオが 組め る程度 の 事業領域 を カ バ ー させ る 制度 を 目 ざす こ とと した ．

　こ の 改革 で ，同社 は ，事業 （本 ）部 を 「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー
」 よ りも

一
層独 立採算

の 度 合 が 進 ん だ 「イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ー
」 と して 位 置 づ け た． 1980 年 に 改 編 され

た 組 織図 の 大要 は 図 4 の よ うで あ る ．

　 ト ッ プ
マ ネ ジ メ ン ト

本社 管理 部門

事 業 本 部 　 ・ …　 　 　 事 業本部

事 業 部 事業 部 　…　　 事 業 部

製 造　 地域
グル

ー
フ PMC

製 造　　　 　 地域
グル

ープ PMC
製 造　 　　　 地域

グル ープ PMC
製 造 　 地域

グル
ー

プ PMC

工 場
一
量

一一一一
［｝
一一一一一

漸
一一

工 場 一〇 一一一［｝一一一一一｛｝ 一一
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I　　　　 l　　　　　 I

I　　　　 I　　　　　 I

I　　　　 I　　　　　 I
I　 　 　 　 I　 　 　 　　 I

I　　　　 I　　　　　 I

工 場 一壱 一一一一自一一一一也一一一

一一一
寧
一一一一一

叶
一一一一

甲
一
地域 支店

・
支社 ・営業部

一一一
〇
一一一一｛ユ

ー一一一一一D 一地 域支店 ・支杜 ・営業部

（商 品別営業所）
　 I　　　　 I　　　　　 l
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図 4． 1980 年の 組 織大要

　事業部長 は 固 定資産 投資や 開発 投資 な どの 長 期 的 投資 の 権限 も委譲 され る と とも に，そ

れ らの 投資 に見 合 う利 益責任 を課 され る こ とに な っ た ，

　事業 （本）部 を イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー と し，製品ポ ー トフ ォ リ オ を組め る 程の 規

模 にす る とい う構想 は ， 同社 の MCS と して は新 しい コ ン セ プ トの 導入で あ っ た ．その た

め に は
， 従来 よ りも事業部 の 独立 採算性 を強化 し， 「す ぐの 利益」 つ ま り年度 ご との 決算

利益 を追求す る活動 と
， 「将 来の 利益」 つ ま り長期的に み た 利益 を生 み 出 す た め の 投資活
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動や 開発活動 とを両 に らみ で 遂行す る こ と を事業 （本 ）部長 に促す よ うな しか けを用意す

る こ とが 不可欠で あ っ た．後述 の 戦略開発 コ ス トを区分す る計算 シ ス テ ム は ，そ うい う要

請 に 基づ くもの だ っ た とい え る で あろ う．た だ，実際 に は ， 現実 の 事業体制 や 人 事上 の 問

題等 と妥協 して 中規模 な事業 （本）部 に 落ち着 い た ．

PMC 利益計算の 構造

PMC 製造変動原価
　　 （標 準）

PMC 売上高
追 加 原 価

PMC 販売変動原価

（注 1）PMC の ア ク テ ィ ビ テ ィ
・コ ス ト

（注2）PMC の キ ャ パ シ テ ィ
・コ ス ト

営 業活動費
　 （注 1）

粗 限界利益
PMC 限界利益

PMC 基礎 コ ス ト

　 　 （注 2）
PMC 貢献利益

PMC 責任利益

事業部別踏 計贈 一
売 上 固 定 原 価
（標準± 原価差額）

事業部諸経費　支店諸経費
　　　　（配賦 額）

経 営 コ ス ト

戦略 開発 コ ス ト

当 期 利 益
事業部
責任利益

傘下PMC の

責任 利益合計

出所 ：社内資料 よ り

図 5　PMC 責任利益 と事業部責任利益の 関係

　 ［4 ］　 各管理 責任単位 の 長の 会計責任 を明確 に し
， 事業部の 損益計算書 を責任利益 の

　　 　　計算書 と した ．

　管理 責任 単位 と い う概 念 を導入 して ， 事業 （本 ）部 を投資利益 責 任 単位 と したの に合 わ

せ て ， 各事業部 傘下 の PMC 売 上利益 責任 単位 （そ の よ うな性 格 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ

ー）と した ．そ し て ，生産 を担 う製造 グ ル ープ は 費用責任単位 （コ ス ト ・セ ン ター〉 と し

た ．そ して
， 従来 は利益 責任 を持つ 現業部 門の 長 と され て い た支店長 を

， 地域 別の 活動 を

助 け る ス タ ッ フ と して 位置づ け，管理会計上 は （利益 責任単位 で は な く）利益 集計単位 と

した．

　
一一一

方 ，
こ の よ うな コ ン セ プ トを実践 に活 か す た め に，従来 あ い ま い で あ っ た 「責任利益 」

と い う概念 を明確 に 打 ち出 した ． まず ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

で ある 事業 （本）部
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長 の 責 任 利 益 は
， 傘 下 の PMC 利益 の 合 計か ら，事業 （本）部 固 有 の 諸 経費 を差 し引 き，

さ らに ， 資本 コ ス ト （当 社 の 用 語 で は 「経 営 コ ス ト」）を差 し引 い た額 ，つ ま り税 引前 の

残 余利益 と され た ．

　売上 利益 責任単位 で あ る PMC に つ い て は
，
　 PMC 貢献利 益 （売上 高か ら売上 変動原価 ，

販 売変動原 価 ， 営 業活動 費を差 し引 い た 額 ）か ら基礎 コ ス トを差 し引 い た 値 を 「PMC 責

任利益」 と した．管理 不能で は ある が価格設 定 に重要 な意味 を持 つ 製 造 コ ス トに つ い て は
，

標 準 原 価 を採用 す る と い う配慮 も加 え られ た ．PMC 責任 利 益 と事業 部 責任利益の 関係 は

図 5 の よ うな仕組 み に な っ て い る ，

　 ［5 ］　 内部借 入金 ， 内部資本金 ， 内部剰余金 を廃止 し
， 正 味使 用 資本 に 経営コ ス ト

　　　 　を課す方式 を導入 した ．

　 70 年代 末頃の 事 業部 B ／S の 貸方側 に は，営業負債 の ほ か ，短期借 入金 ，長期借入金 ，

内部資本金 ， 内部剰余金 （内部留保） と い っ た独立 企 業 と同 じよ うな項 目が含 まれ て い た ．

しか し，80 年改革の 際 に ， こ れ らの 区分 を廃止 し，B ／ S 上 の 総資 産か ら無利子の 営業債

務 を差 し引 い た 額 を 「正 味使用 資本」 と して
一

本化 した ．そ して
，

こ れ に 15％ をか けた

値 を 「経営 コ ス ト」（資本 コ ス ト及 び 本社へ の マ ネ ジ メ ン ト ・フ ィ
ーの 合計 ）と して 納金

させ る制 度 に変 えた ．

　内部 留保 を認 め ず ， 正 味使 用資本 に経営 コ ス トを課 す仕 組 み に した と い うこ とは ，毎期

の 当期利益 を その つ ど洗 い 替 えする と い う 「当期 業績 主 義」 ない し 「単 年 度 主 義1 の 管 理

会計 へ の 変更 を意 味す る もの で あ っ た ，80 年改革以 前の B ／ S の 構造 と 80 年改革以 降 の

それ と を対比 して 示す と図 6 の よ うで あ る ．

　　　　　80年改革以 前　　　　　　　　　　　　　　　　 80年改革以 降

図 6　80 年改革 以前 と改革以 降の BlS の 対比
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　大 くくりの イ ン ベ ス トメ ン ト ・
セ ン タ

ー
制 を 目ざ した こ の 時期 に ， こ の よ うな変更 を行

っ た理 由 は ，従 来の 管理 会計 の 仕 組み の 中 で は，業績が よ くて 内部留保 が た ま り，本社 借

入 金 が な くな っ て い く 「運 の い い 事業部長」 と，借 入 金 が膨 れ上 が り，社 内金 利が か さん

で い く 「運 の 悪 い 事業 部 長」の 格差 が広 が っ て い く恐 れが大 きか っ たか らで あ る．こ の こ

とか ら ， 社 内 に不 公 平感 が広 が る こ と を防止 しよ うと した た め だ とい われ て い る．

　 ［6 ］　 「戦略開発 コ ス ト」を事業部の 年度業績の 評価 か ら区別 する こ とに し た ．

　 80 年改革の 起案者た ちは
， 大 くくりの 事 業部制 を提 案 し ， 事 業部の 内 部 で 製 品 ポ

ー
ト

フ ォ リ オ を組 め る よ うな事業展開 を期待 した． しか し ， 管理 会計 シ ス テ ム の 方は
，

上 述の

よ うに事業部 問 の 不 公平 を小 さ くする と い っ た理 由に よ り単年度主義へ と変 更 され た ．そ

こ で イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

の 長 で あ る 事業部長 に 年度 ご との 利益 と同時 に ，長期的

な成長 と利益 に も強 い 関心 を持 っ て もら うよ うに 誘導す る ため の 管理 会計上 の 仕掛け と し

て
， 「戦 略開発 コ ス ト」が 導入 さ れ た ． こ れ は

， 長期 的 な利 益 に 主 に 貢献す る が ， 短期的

利益 に は マ イナ ス で あ る よ うな戦略投資 や 開発投資 の コ ス トを本社 に登 録 させ
，

その 投資

に伴 う償却費 や 経営 コ ス トな どを，年度業績の 評価尺度で ある 「責任利益1 か ら分離す る

こ と と した もの で あ る．

　 ［7 ］　 複数尺 度 に よ る PMC 評価制度 を導入 し
，
PMC に対 す る社長表彰制度 を実施

　 　 　 　 した ．

　 PMC 所長の 業績評価 尺 度 と して ，売上 高 と
， 責任 利益 の 計画達成 率 ，お よ びそ れ ぞ れ

の 前年比 伸長率 と い う4 項 目を評価す る こ と と した． こ れ は ，営業が 「売上高 辺 倒」 に

走 りが ち だ っ た こ とへ の 反 省 に よ る と い わ れ て い るが ， PMC が 売上 利 益責任 単位 で あ る

と い うこ との 意味 を評価尺 度の 上 で も理 解 で きる よ うに した の で ある ．

　こ の 評価制度 は ，社長 に よ る 表彰制度 と結 びつ け られ る こ とに よ っ て
， 効果 が 高め ら れ

た ．多様 な製品 を扱 う多地 域 の PMC の 成 果 を，半期 に
一

回同 じ尺 度で 測定 し表彰す る と

い うこ とは不公 平で あ る と感 じる 者 も少 な くなか っ た こ とで あ ろ う． しか し ，
こ の 仕組 み

が 単純 な指標 に よ っ て お り ， また
， PMC 所 長が 直接 コ ン トロ ール で きる 範囲で 成果 を計

られ る よ うに ，
P ／ L が 改善 され た こ と もあ っ て

，
　 PMC の 活性 化 に 大 きく役立 っ た と言わ

れ て い る ．

［8 ］　 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー基準 に よ る計算方式 を導入 した ．

事業部別の 新 しい P ／L ，
B ／S が 定着 し始 め た 数年後 に キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー基準 の 考え方
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を制 度 と して 導入 した ．
一

つ は ， 投 資計 画 案 の フ ォ
ー

マ ッ トに DCF 法 を導入 した こ と で

あ り， もう
一

つ は ，事 業部 の 業績 計算 にお い て もP ／1、，B ／S と並 ぶ 第 3 の 財 務 表と して

事業 （本）部別 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
表 を作成 す る こ と に した こ とで あ る．

　利益 の 長期 志 向 を促す 施 策 と して は ，戦 略開発 コ ス トの を分離 す る制 度が 導入 され たが ，

そ れ だ けで は事業部 長 自身に 長期的 な投資の 成 果 を正 し く測 定 させ る た め に は不十分 だ と

考え ， キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表を導入 した の で あ る．

3 ．2　80 年改 革の 基礎 に あ っ た もの

　同社 の 経営 ト ッ プ の 基 本 ポ リ シ ーは
， 70 年代 あ た りか ら ，安定 的な経常 利益 の 向上 ，

将来の 利益 と成 長 を狙 っ た投資 の 誘導， 画期 的 な新規商品 （新技術 ，新市場）の 開発 に 向

け られ て きた， こ うした 基本 ポ リシ ーの も とで ，事業 部 制 マ ネ ジ メ ン トを原 点 か ら見直そ

うと したの が ，80 年改革 の ね らい で あ っ た ．そ の 改革の シ ナ リ オ はか な り体 系的で あ り，

筋 の 通 っ た仕組 み 作 りを もた ら して い る ．

　同社 の 本社 ス タ ッ フ は， 80 年改 革 の プ ラ ン 作 りの 段 階で ，組織構造 を管理 責任単位の

ネ ッ トワ
ー

ク と して と らえ る考 え方 を導入 した． こ うい っ た考 え方 は ， 米国企 業の MCS

で は よ くみ られ るが ， 日本企 業 と して は傑 出 した例 とい っ て よ い で あ ろ う． こ の 考 え方 を

出発 点 に した こ と に よ っ て
， 80 年改革は 体系立 っ た もの に な りえた と い え よ う．例 えば，

従 来ス タ ッ フ 的な 役割 を果た して い た 事業部長 をラ イン の 長 と し て 位置づ け，そ の 傘下 に

PMC をお く構造 に し た ．同 時 にそ れ まで ラ イ ン の 長 の よ うに み られ て い た地 域 営業部長

や支 店長 を本 社 ス タ ッ フ と した． また ，事業部 をイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター
に する とい

う考 え方 を明示 的 に取 り入 れ ，大 く く りの 事業部 を志 向す る こ とに よ っ て ，短期利益 と長

期 利益 を同時 に追 求 させ る基 盤 を作 っ た．

　 こ うい っ た組 織構造 面 の 変革 と同時並 行 的に 管理 会計 シ ス テ ム の 見直 しと改革 を行 っ た

こ とは 80 年 改 革の 大 きな特色 と言 え る で あ ろ う．例 え ば，責任利益 と い う考 え方 を明確

化 し ， そ の 計算書 と して損益 計算書 を と ら えなお した ． また
， 事業部長 に 長期的な利益計

画志 向を促す た め に 戦略開発 コ ス トの 制度 を考案 し
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

に 注意 を向けさせ

る よ うな施策 もと りい れ る な どは
， そ の 特徴 ある 例で ある ，

4． 80 年改 革 の ゆ りも ど し と 自社流 MCS の 模索

　S 化学 の 80 年改革は
，

上 述 の よ うに実 に よ く練 られ た改 革 で あ り ， 事業部 長 に ， 年度

ご との 経常利益 を し っ か りあげさせ なが ら ， 長期 的利益 の ため の 手 も打 つ よ うに促す仕組

み が 随所 に ほ どこ され て い た ．と こ ろ が ，
こ の よ うな仕 組 み作 りが

一
通 り終 わ らな い うち
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に ，早 くもこ の 狙 い とは相 反す る よ うな事態が次 々 と生 じて い っ た．

　 80 年 改 革 の 直後 は 不 運 に も 日本 経済 の 景気後退 期 に あ た り，せ っ か くの 改 革が 業績の

改善 に結 び つ か な か っ た． こ の よ うな状態は ，経営 ト ッ プ とそ の ス タ ッ フ に とっ て は 耐 え

が たい こ と で あ っ た ろ う．そ れ が ， 80 年改革 の あ との い くつ か の リ ア ク シ ョ ン を早め た

要因 と もな っ て い る ．

4．1　 80 年改革後の 制度変更

　 80 年改 革以 降 に行 わ れ た 諸 制 度 の 変 更 は さ ま ざまで あ る が ， マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ

ール の 視 点か ら整 理 しなお して み る と，以 「の 諸項 目 に ま とめ る こ とが で きる ，

　 ［1 ］　 戦略開発 コ ス トの 制度 が 廃止 され た ．

　 「戦略 開発 コ ス ト」 は 80 年改 革の 中の 重 要施 策の 一
つ で あ っ た が ， こ れが 早 くも 1982

年 に廃止 とな っ た． こ の 制 度 は，主 と して 長 期的利益 に は 貢献す る もの の 当面 の 短期利益

は低 下 させ る よ うな戦 略投 資や 開発 コ ス トに 事業部長の 関心 を向け させ る た め の 管理 会計

上 の 仕掛 け と して 導 入 され た もの で あ っ た． しか し，不運 に も 80 年改革 に つ づ く諸年 度

は 日本経済の 低迷期で あ り，同杜 は経常利益の 伸 び悩 み に 直面 した ． と こ ろが ，その よ う

な 全 社業績が 低迷 し た 中で ， 多 くの 事業部の 責任利益 が 黒字 と な っ て い た こ と
， そ して

，

事業部 長 た ちが 満 足 げで あ っ た こ と に 対 す る ト ッ プ マ ネ ジ メ ン トの 不 満が 引 き金 と な り ，

こ の 制度は 廃止 とな っ た ．廃止 され た 後 は
， 戦略 開 発 コ ス トも差 し引 い た 後の 事業部最 終

利益が 各事業部の 責任利益 とな っ た ．

　 ［2 ］　 本社 納金 制度が変更 され た ．

　80 年改革以後 は
， 総 資 産か ら無利 子負 債 を除 い た 分 を 「正 味使用 資本」 と して 経営 コ

ス ト （資本 コ ス トと本 社 費 を合 わ せ た もの ）の 算 定 ベ ース と した 。 しか し， 86 年 に は
，

経営 コ ス トが 廃止 され，代 わ りに ，資産 に対 して 社 内金 利 を，売上 高 に応 じて 本杜開発 費

と本社費 をそ れ ぞ れ課す方式 に改 め られ た．そ の 後，本社開発 費 と本杜 費は
一

つ の 欄 に ま

とめ られ，率が軽減 され た． こ の よ うな動 きの 理 由の
一

つ は
， 事業部側 の 「不 公平感」 の

是 正 で あ り， も うひ とつ は 本社 で 必 要 な費用 の 確保 で あ っ た ．不 公 平感 とは
， 例 えば

， 大

型 の 装 置 を もつ 事業部 は 売上が 上 が らな くと も常 に多額 の 経 営 コ ス トを払 わ な くて は な ら

ない な どの 状 況 を さ した．

［3 ］　 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表が 実質的 に活用 され なか っ た ．
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　80 年改 革の
一一

環 と して
， 設 備投 資案件 の 提案か ら承認 まで の シ ス テ ム に DCF を通用 す

る方 式 が整 備 され ，事業部 別 の 決算諸 表 にキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー表が 導入 され た ． しか し，
こ

れ らは実 質的 に は経営 トッ プ に も ， また事業部長 に も， 極端 に は 本社 ス タ ッ フ に さえ も活

用 されな か っ た．資本 予算の シ ス テ ム を通 じて ，事業部 長 た ち に 経 営資源 の 配 分 を競 わ せ

る と い う米国型 MCS の 風 土 は 定着 しなか っ た の で あ り ， 経 営 トッ プ も ， 個 々 の 投資案件

に つ い て ， そ れ ぞ れの 「重 要 さの 程 度」 に 注 意 を払 っ て 決定 す る 方式 を選好 した の で ある ．

また ， 管理 会 計制 度 が 単年度 主 義 にな っ て ， 事業部 長 の 役割 が イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ーの 長 とい うよ りも，
プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン ターの そ れ に 近 い もの に な っ て きた こ と もそ の

一一
因で ある ，

　 ［4 ］　 事業部単位 を小 くくりに改め ，事業 部を統括 す る単 位 を 「部 門 」と した ．

　 1986 年 に は 中 く くりの 事 業部制 を や め に して ，製 品群 別 の 小 事業 部制が 施行 され た

（こ の 組織構造は文 献【3 】の 図 3 − 1 を参照 された い ）．

　 合計 21 個 に 分 け られ た小事業部 は，利益 責任単位 と され た が ， い くつ か の 小事業部 を

統括す る 「部 門」 は
， 利益責任 を持 た ず ， 社長 と事業部 と の パ イ プ役 ， 事業部 問の 調整 役

と な っ た ．

　 ［5 ］　 本社直属 の 開発部門が 充実 され た ．

　 1984 年 に 開発本部 を設置 し，研究 開発部 門 を一
つ の 組織下 に ま とめ た ほ か ，本社 レ ベ

ル で 全 く新 しい 事業 を開発 す る 部 門を作 っ た ．1988 年 に は，各事業部の 研 究開発 と全 杜

的な新規研 究開発 の 両 方 をサ ポ ー トす る 組織 も作 られ た． 80 年改革 で 事 業部 を イ ン ベ ス

ト メ ン ト ・セ ン タ
ー と して 位置づ けた と きに は

， 開発か ら生 産 ・販売 まで を事業部長 にや

っ て もら うこ とをね ら い と して い た が ， その 後戦略 開発 コ ス トの 廃止 もあ り，
よ り長期 的

な利益 を確保す る 策 は
， 本社 ス タ ッ フ が経営 ト ッ プ の 意 向を対 して 進 め る と い う体制 に な

っ て い る．

　 ［6 ］　 事業部評価 に 多次 元の 尺 度 を導入 し ，社 長表彰制度 を採用 した．

　小 事業 部制 に した後，事業部 長 の 業績 評価尺度 が 多次元化 され， 各評価値 は点数 に よ っ

て ウ エ イ トづ け され た．収益 性 を測 る尺 度 と して 3 項 目，投 ド資本の 効率 ，成 長性 を示す

指標 と して 3 項 目ず つ が選 定 され た。事業部長 に投下 資本の 効率や 成長性 に も注意 を払 う

よ うに 仕向 ける こ とを期待 した もの で あ っ た ． こ れ と 同時 に
， あ る 一

定以 上 の 業績 をあ げ

た 事業部 は杜 長か ら表彰 を受け る 制度が 導入 され た ．表彰の 結 果は 事業部長の 賞与 に少額
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なが ら反映 さ れ る と共 に ，事業部長の 机上 に小 さ な旗が 贈 ら れ た ．

とそ の ス タ ッ フ に大 きな刺激 を もた ら した とい うこ とで あ る．

こ の 制度 は
， 事業部長

　 ［7 ］　 本 社 主導 の 中 ・長期計 画 を重 視 す るよ うに な っ た ．

　内部管理 シ ス テ ム の 変化 と同時 に ， 1983 年度 頃か らい くつ か の キ ャ ッ チ フ レ ーズ 付 き

中期計画が作成 され た．1983 年度か ら 1985 年度 まで を対象 と した 「ニ ュ
ー S．プ ラ ン 60」

1986 年度 か ら 1990 年度 まで を対 象 と した 「S ． フ ォ
ー

テ ィ
ー

ス 」，
1988 年度 に は

， 「S ．

フ ォ
ー

テ ィ ース 」 の 早期 目標達成 に 伴 い
， 新 た に 1988 年度か ら 1990 年度 まで の 「ク リエ

イ ト 90 」 を再 計画 ， そ し て 1990 年 度 に は 西 暦 2000 年 に あ る べ き企 業像 を展望 し た

「2000 年 ビ ジ ョ ン 」 を作成，その 考 えの 下 で ， 1991 年度か ら 1993 年度 まで を対 象 と した

中期計画 で ある 「セ ン チ ュ リ
ー 80」 を作成 した （固有名詞 は 仮想 され て い る ）．

4．2　一連の リア ク シ ョ ン の 解 釈

　 80 年改革 の 実施 か ら間 もな く，その 施 策の 核 の
一

つ で あ っ た 「戦略 開発 コ ス ト」 の 制

度 が 廃止 さ れ ，数年後 に は小 事業部制 へ の 復帰 とい うゆ りもど しが あ っ た ． こ れ ら は
， 同

社 の 事業部制 マ ネジ メ ン トの 特質 を考 え る上 で 重要 な出来事だ っ た とい うべ きもの で あ る．

　 まず ， 戦 略 開発 コ ス トは
， 管理 会 計 シ ス テ ム を単年度 主 義の もの に 変更 した代替制 度 と

して
， 事業部長 に 長期 的な視野 で の 戦略投資 や 開発 コ ス トの投 入 を奨励す る た め の 仕掛 と

して 用 意 され た もの で あ り，経理 的 な 措 置 と し て は ，「登 金剥 され た 投 資 コ ス トを事業 部

の 責任利益か ら免除する や り方が 採用 され た ．

　事業部長 は 戦略開発 コ ス トが 責任利益 の 計算 か らは ず さ れ る こ とに よ り， 白部 門の 業績

を良好 に見せ られ る こ とに 満足 し
，

こ の 制度 を歓迎 した が
， 経営 ト ッ プ は

， 全社の 損益計

算書上 の 最終利益 の 増減 に敏感 で あ っ た た め に ， こ の や り方 に 強 い 不 満 を持 つ よ うに な っ

た ．

　 日本企 業の 経理 ・財 務 を論 じる人 たち の 多 くは， 日本の 経営者 は年度 ご との 決算利益 は

ほ どほ どに とどめ ，む しろ成 長 と将来の 利益 の ため の 備 え を重 視 する と説 明す る の が 常 で

あ る ． しか し，同社の ケ
ース は ， 日本企業 と い え ども， 経営 ト ッ プ は 財務会計上 の 利 益 に

極 め て セ ン シ テ ィ ブ だ と い うこ と を示 唆 して い る ．

　 こ う して 同社 は
， 事業部 長 に 長期 的 な利 益 を追 求 させ る管理 会 計 上 の 仕掛 け を断念 した

が ， その よ うな役割は誰かが 果た さ なけ れ ば な らな い ． 同社で は実 質的 な役割 を本社 の 経

営 トッ プが 取 り戻 して
， 本社主導型 に移行 させ た と い うべ きで あろ う．例 えば

， 開発本部

を充実 させ て 新事業 の 探 求 を促 した り， 次 の 事業化候 補 の プ ロ ジ ェ ク トで ある 「C プ ロ
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（Creative　Project）」，技術 開発分野 の プ ロ ジ ェ ク トで ある 「D プ ロ 」，「M プ ロ 」 と い っ

た もの が本社主導で 次 々 と導 入 され た こ とに表 れて い る．

　 80 年改革で キ ャ ッ シ ュ フ m 一
の 考 え方 を取 り入 れ た 主 な動機 は ，事業部長 に長期 的な

利 益志 向を促 すた め で あ っ た が
， 事業部長 は この 情報 を活用 し て い な か っ た し

， 経営 ト ッ

プ も設備投資計画 の検 討 な どに こ の 指標 を利用せ ず，イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター制 を打

ち出 した に も関 わ らず ， 現実 の 運 用 面 で は 投資 に つ い て 充分 な権 限 が事業部長 に委譲 され

る こ とは なか っ た ．

　そ して
，

こ の よ うな現実 を追認す る 形 で
，

86 年 に は
，

つ い に ，組織 も小 事業部 制 に復

帰 す る こ と にな っ た の で あ る ．事業 部 の く く り方 が小 さ くな り ，

一
品

一
業体 制 に近 い 形 に

戻 っ た結果，事業部長 とそ の 企 画 ス タ ッ フ は，営業所長 と工場 ・製造部 門を直接指揮 ・統

括 す る 役割 を弱 め
， 製 品 別 の 事業企 画 と生 産 ・販 売機 能 の 調 整 を 中心 とす る ス タ ッ フ 的 な

役割 を強め て い っ た．

　 こ の よ うに
，

ト ッ プ マ ネジメ ン ト と上層 ス タ ッ フ は
， 将来 の利益 と成長 の 鍵 は新製 品の

開発 を軸 とす る製 品戦 略 に あ る と い う認識 を強め ，将来の た め に事業 プロ ジ ェ ク トに は赤

字 を許容 し，事業部 の 責任会計 とは 分離す る な どの 措 置 を講 じ た．管理 会計の 仕組 み を使

っ て 事業部 長 に長 期 を見 据 えた投 資行動 を誘 導す る とい うや り方 に 替 えて ，本社 の リーダ

ー
シ ッ プの 下 に推 進す る こ とに な っ た と言 える で あ ろ う．

5． まとめ

　以上
，
S 化学の 事業部制の 変遷 を マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ

ー
ル と管理 会計 の 視点か ら捉

えて きた ． こ れ らの 変遷 が示唆 して い る特質を ま とめ て み る と次の よ うに言 える で あろ う．

　同社は ，1958 年か ら 60 年代 にか けて の 事業部制導入期 と
，

80 年改革の 時期 に は
， それ

ぞ れ 「米 国型 MCS 」の 理 論 に 忠 実な制度 の 確立 を め ざした よ うに 見受け られ る ． しか し

その 後 ，
こ の 狙 い が 意識的 に

， あ る い は 無意識 的 に 薄れ て い き， 実 質的変更が促 され て い

く歴 史が あ っ た．

　60 〜 70 年代 の S 化学 は
， 独 立採 算的で 自己 完結性 の 強 い 組織作 りと

， そ れ に マ ッ チ し

た 管理 会計 シ ス テ ム を もつ 体制 を事業部制の あ る べ き姿 と し て 追 求 して い た よ うに見受け

られ る ． と こ ろ が ， 70 年代 後半頃 に は
， 実質 的な組織運 営 と管理 会計 の 機 能が

， 米 国型

の それ とは か な り違 っ た もの に な り ，
こ れが 「当社の 事業部制 は活性化 して い ない 」 と い

う自覚 へ と つ なが り ， 80 年改革 を もた ら した の で あ る ． こ の 80 年改革で は
，

よ く筋道の

通 っ た仕組み 作 りをめ ざ した 結果 ， 米国型 MCS の 基礎理論 に か な り忠実な方向へ の 改革
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がすすめ られ た．管理責任単位 と い う考え方 を導入 し ， イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー と し

て 位置づ け られ た事 業部長が 開発 か ら製造 ・販売 まで を企 画 し管理 で きる よ うな体制 に し

た ． また，PMC （商品別営業所 長） を各事 業部直属 の プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ
ー と し ， 製

造 グル ープ を コ ス ト ・セ ン ター と位 置づ ける と と もに ，地域支店長 ，
工 場長 をス タ ッ フ と

して位置づ ける こ とで ，ラ イ ン の 長 と して の 事業部長 の 位置づ け を鮮 明 に し，
い わ ゆ る 自

己完結性の 高 い 独立採算単位 とす る こ とを 目指 した．

　 こ の よ うな方向づ けは， こ の 当時 日本の 多 くの 企業 で 関心が 高 まっ て い た経営戦 略論 の

影響 も見逃す こ とは で きな い ．す なわ ち
， 各事業部長 に 事業分 野別 の 実行 戦略 の 策 定 を委

譲 し ， 「短期利益 と長期利益 の 同時的 な追 求」 を しや す い よ うな体制 をめ ざし た の で あ る ．

そ の た め に は ，事業部 の 規 模 を製 品 ポ
ー

トフ ォ リオが 組 め る程 度 に 大 き くす る こ とが不 可

欠 と考 え られ た ．ま た，事業部長 に短期 と長期の 両 に らみ の 活動 を促す た め の 管 理 会計 上

の 配慮 と して ，責任利益 の 明確化，複 数尺 度 に よ る PMC や 事業部 業績評 価 ， 戦 略 開発 コ

ス トの 設置，キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
基準 の 導入，…等の 施策が 整備 され た 。

　 こ の ような数 々 の 変更 は ， 例外 は ある が ，「年度 ご とに は し っ か り利 益 をあ げ なが ら ，

同 時に 長 期利益 の た め の 戦 略投 資 ・
開発投 資 も怠 りな く追 求 して も らう」 こ とを狙 い と し

て お り， 組織構造 と資本計算制度 とを有機的 に 関連づ けなが らシ ス テ ム 作 りを進め る とい

う筋の 通 っ た 考 えを基礎 にお い て い た． こ の 進 め方 は，社 内の 意 識改 革や 活性化 に貢献 し
，

業績向上 の ベ ー
ス を提供 した こ と は確 かで あ る ． と こ ろが

，
そ の よ うに よ く練 られ た制度

改 革で あ っ た に も関 わ らず ， 程 な く して こ の 改 革 へ の リ ア ク シ ョ ン が起 こ り， さ ま ざま な

制 度 上の 手直 しや ， 運 営上 の 変 更が あ い つ い だ こ と に注意 す べ きで あ る．

　 PMC 組織 の 運 営 と こ れ に関 連 す る社 長 に よ る表彰 制 度 以 外 の 諸 施 策 は，そ の ほ と ん ど

が ，80 年改革 か ら数年後 に は
， 実 質的 に 変更が な され た ．戦 略 開発 コ ス トの 制度 を廃止

し，後 に は 小事業部制 へ 復 帰す る こ とに よ り，事業部長 に短期利 益 と長期利 益 の 両 方 を追

求 させ る とい う体 制 をあ き らめ た形 に な っ た ．ま た，キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

情報 を計画や 管理

に使 うとい う考 え方 も実質的 に は定着 しなか っ た，

　80 年代後半か ら 90 年代初 頭 に か けて の S 化 学 は
， 自社 の 企 業 環境 と組織風 土 に 適 合 し

た マ ネジ メ ン ト ・コ ン ト ロ
ー

ル ・シ ス テ ム を模索 中で あ り，そ の 意味 で ，新 しい タ イ プの

「日本型 MCS 」の 構築 ・整備 を進め て い る と い うべ きで あ ろ う．

　事例研 究か ら 明 らか に な っ た こ とは
， S 化学 の 事 業部 制 マ ネ ジ メ ン トの 特質 は ， 欧 米 ，

特 にア メ リ カ企 業 を対 象 と して 体系化 され て きた マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ール 論の キ ー
ワ

ー ド
， 例 え ば

， 「分権管理」， 「権限 と責任の バ ラ ン ス 」， 「自己 完結型 の 組織構造」， 「独立

採算単位」，「プ ロ フ ィ ッ ト ・セ ン タ ー
」，「イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
」， 「責任会計」，
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「業績 評価 と報酬1制度」，「目標斉合性 と公 平性」… な ど とい っ た ハ
ー ド面 の コ ン セ プ トだ

けで は，十 分に こ れ を明確化 す る こ とはで きな い と い うこ とで あ る ．公 式的 な制 度や 用 語

法 は 同 じで も ， それ らが実 質的 に意味す る と こ ろ が ， 異 な っ て い る の で あ る ．

　 こ の よ う なハ
ー

ド面 と同時 に 実 質的 な運 用 の 側 面 ，
つ ま りソ フ ト面 も併せ た分 析が 必要

で あ る と思 わ れ る ．そ の よ うな視 点か らの 分析 は，本 誌 に掲 載 され る論 文 別稿 で 展 開され

て い る （伏見，横 田［1 ］）．

謝辞

　 当フ ィ
ー

ル ド ・ス タ デ ィ を行 うに あた り，S 化学工業株式会社の トッ プ マ ネジ メ ン ト，お よび綜

合企 画，経理 ，人事，開発 等の ス タ ッ フ の 皆様 か ら絶大 な ご支援 を い た だ い た ．ま た ，慶 應義塾 大

学 大学 院経営管理研 究科 の 諸 教授 ， 特 に 関連分 野 の 関本 ， 石 田 ， 柴田 ， 高木 の 各教 授か ら 有益 な コ

メ ン トをい た だ い た．こ こ に 記 して 謝意 を表する ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考文献

［1 ］ 伏見多美雄，横 田 絵理 ： 「事業部制マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ー
ル に お ける 日本 的特質

一一一一フ ィ
ー

ル ド ・

　 　　 ス タデ ィ を基 礎 に して
一一一一．1，管理 会 計 学，第 2 巻 第 2 号，1993 年．

［2 ］ 大木幹夫 ： 「事業部制マ ネ ジ メ ン ト活性化 の た め の
．・
研 究

一一一一Q 化学 工 業会社 の 事例 を 中心 に 一・一一』，慶

　　　 應義塾大学大 学院 経 営管 理 研 究 科修士 論文 ，
1979 年．

［3 ］ 横 田 絵 理 ： 「積水化学 の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト』，慶應義 蘗 経営管理 学会 リ サ
ー

チ ペ
ーパ ー，No ．16 ，

　 　　 1993 年，

［4 ］ 横 田 絵 理，伏 見 多 美 雄 （監 ） ：ケ
ース 「積 水 化 学 の 事 業 部 制 マ ネ ジ メ ン ト CA ＞

一一一一1970 年代 ま で の

　 　　 変 遷
・・一一

」，慶應義塾大学 ビ ジ ネ ス ・ス ク
ー

ル ，1993 年。

［5 ｝ 横田絵理，伏見多美雄 〔監） ；ケ
ー

ス 「積水化学の 事業部制 マ ネジ メ ン ト （B ）
…・

事業部活 性 化 の た

　　　 め の 改 革
一一一一

」，1993 年，

130
N 工工

一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The  JapaneseAssociation  of  Management  Accounting

The  Journal of  Management  Accounting, Japan
Vol. 2, No. 2 Autumn  1993

DIVISIONAL  MANAGEMENT  CONTROL

       AND  ACCOUNTING  SYSTEMS

        AT  S  CHEMICAL  COMPANY-

Tamio  Fushimi,' and  Eri Yokotat

ABSTRACT

 This paper  presents  a  case  study  of  the  divisional management  control  and

accounting  systems  of  a  Japanese  manufacturer,  S Chemical  Company,  The  main

purpose  of  this study  is to explain  the  characteristics  of  S Chemical's management

controls  and  to identify the  difference between  Japanese  and  American

management  styles.

 SectiDn 1 presents an  outlihe  of  the field study  and  the main  purposes of  this

paper. Section 2 describes the background  of  the 
"1980

 reformation,"  the

comprehensive  restracturing  of  organizational  and  accounting  systems  at  S

Chemical Company  in the early  1980s, Section 3 examines  the essence  of  1980
reformation,  and  Section 4  reviews  the  reactions  against  the  changes  that

occurred  during  the  reformation.  The  last section  of  this paper  summarizes  the

characteristics  of  S Chemical's divisional management  style,
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